
岩手県内の公益法人及び移行法人の皆様へ

３月決算の法人の場合、令和６年度定期報告書類の提出期限は令和７年６月30日(月)です。

公益法人においては「事業報告書」、移行法人においては「公益目的支出計画実施報告書」の提
出が必要です。

なお、今般の制度改正により、行政庁に提出された「財産目録等」に当たる書類は全てそのまま公
表されますので、不要な個人情報の記載がないか等、充分に御確認ください。
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【事務局からのお知らせ】

公益法人制度に関する問い合わせについては、内閣府が電話相談窓口を設置しておりますのでご活用ください。
ＴＥＬ：０３－５４０３－９６６９ （平日１０時～１６時４５分）



2出典：内閣府「新公益法人制度説明資料（令和７年５月15日版） 」

制度改革の全体像について

主な改正事項は以下のとおりです。
今回は「中期的収支均衡」に関する事項をお知らせします。
来月以降も、その他の事項を順次お知らせしていく予定です。
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中期的収支均衡について（１）

公益法人においては、令和７年４月１日以降に開始する事業年度から、収支均衡の判定は、
単年度ではなく中期的期間で行うこととなります。

出典：内閣府「新公益法人制度説明資料（令和７年５月15日版）」
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中期的収支均衡について（２）

４月１日～３月31日までが事業年度の法人の場合、令和８年３月31日時点の決算で赤字が
あった場合に、その赤字を翌事業年度以降の黒字と通算することが可能です。

出典：内閣府「新公益法人制度説明資料（令和７年５月15日版）」
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中期的収支均衡について（３）

旧制度（収支相償）における黒字については、旧制度の取扱いに沿って解消する必要があり
ます。したがって、令和６年度決算における黒字は、令和８年度（発生から２年間）までに解消
することとなります。

公益認定等ガイドライン（令和６年12月改訂）第５章第１節第１（２）④
「ウ 旧制度において生じた剰余金の取扱いについて（認定規則附則第２項）」から抜粋

・ 中期的収支均衡への移行に際し、解消されないままの剰余金が残っている法人が存在す
ることが想定されるが、当該剰余金は旧制度の取扱いに沿って解消される必要がある。した
がって、施行日以後に開始する最初の事業年度（新制度適用初年度）において、従来の収
支相償の下で解消されずに残っている剰余金がある場合には、年度欠損額があればまず年
度欠損額と当該剰余金とを通算し（複数事業年度の剰余金がある場合には古い事業年度の
ものから通算する）、通算後の額を当該事業年度の年度欠損額とする。

・ 剰余金を、公益目的保有財産の取得又は改良に充てることで解消することもできる。さら
に、事業の性質上特に必要がある場合には、剰余金について個別の事情について案件毎に
判断する。


